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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第２四半期 25,286 △23.5 △146 － △80 － △153 －

2022年３月期第２四半期 33,064 29.3 801 △32.4 806 △31.5 494 △40.9

（注）包括利益 2023年３月期第２四半期 △70百万円（－％） 2022年３月期第２四半期 523百万円（△42.4％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第２四半期 △73.65 －

2022年３月期第２四半期 237.53 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期第２四半期 38,452 16,692 43.3 7,956.07

2022年３月期 44,502 17,059 38.2 8,157.64

（参考）自己資本 2023年３月期第２四半期 16,647百万円 2022年３月期 17,018百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － － － 150.00 150.00

2023年３月期 － －

2023年３月期（予
想）

－ 150.00 150.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 60,000 △10.4 900 △62.3 1,000 △61.6 700 △58.3 335.08

１．2023年３月期第２四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

連結業績予想の修正については、本日（2022年11月10日）公表いたしました「2023年３月期第２四半期累計期間業

績予想値と実績値との差異および通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期２Ｑ 2,207,285株 2022年３月期 2,207,285株

②  期末自己株式数 2023年３月期２Ｑ 114,866株 2022年３月期 121,047株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期２Ｑ 2,087,097株 2022年３月期２Ｑ 2,081,321株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料P.9「2.四半期連結財務諸表及び主な注記（4）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、従業員向け株式交付信託にかかる

当社株式が含まれております。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和され、経済

活動に持ち直しの動きがみられました。一方、ウクライナ情勢の長期化による燃料価格をはじめとした物価の上

昇、急激な円安の進行など、先行きは不透明な状況が依然として続いております。建設業界におきましては、公共

投資は比較的堅調に推移し、民間設備投資も緩やかな回復の動きがみられますが、建設資材の調達難や価格の高

騰、労務費の上昇など、業界を取り巻く環境は厳しさを増しております。

こうした状況の中、当社グループは技術・品質・価格の総合的な競争力の向上に努め、ＰＦＩ、大型案件等の受

注と利益の確保に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高が25,286百万円（前年同四半期比23.5％減）となりまし

た。利益につきましては、営業損失146百万円（前年同四半期は営業利益801百万円）、経常損失80百万円（前年同

四半期は経常利益806百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失153百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属

する四半期純利益494百万円）となりました。

また、当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季節的変動があります。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

資産につきましては、現金及び預金が394百万円増加しましたが、工事代金の回収により受取手形・完成工事未

収入金等が5,599百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ、6,049百万円減少し38,452百万円となり

ました。

（負債）

負債につきましては、未成工事受入金が500百万円増加しましたが、支払手形・工事未払金等が2,905百万円減少

したこと等により、前連結会計年度末に比べ、5,683百万円減少し21,759百万円となりました。

（純資産）

純資産につきましては、親会社株主に帰属する四半期純損失を153百万円計上し、配当金を317百万円支払ったこ

とにより利益剰余金が471百万円減少しました。これらにより、前連結会計年度末に比べ、366百万円減少し、

16,692百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想の修正については、本日（2022年11月10日）公表いたしました「2023年３月期第２四半期累計期

間業績予想値と実績値との差異および通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,514 10,909

受取手形・完成工事未収入金等 20,200 14,600

電子記録債権 158 29

販売用不動産 110 102

仕掛販売用不動産 － 195

未成工事支出金 203 222

材料貯蔵品 18 52

その他 1,749 828

貸倒引当金 △38 △24

流動資産合計 32,916 26,916

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,339 1,309

機械装置及び運搬具（純額） 22 20

工具、器具及び備品（純額） 50 49

土地 7,019 6,752

その他（純額） 11 9

有形固定資産合計 8,443 8,141

無形固定資産

その他 60 52

投資その他の資産

投資有価証券 2,333 2,550

長期貸付金 449 411

繰延税金資産 217 286

長期未収入金 93 76

破産更生債権等 5 5

その他 305 383

貸倒引当金 △323 △370

投資その他の資産合計 3,081 3,342

固定資産合計 11,585 11,536

資産合計 44,502 38,452

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 10,899 7,994

電子記録債務 4,289 2,773

短期借入金 1,584 1,571

１年内償還予定の社債 214 214

未払法人税等 468 139

未成工事受入金 3,009 3,509

完成工事補償引当金 293 260

工事損失引当金 167 92

賞与引当金 273 300

その他 1,864 941

流動負債合計 23,064 17,796

固定負債

社債 500 393

長期借入金 2,372 2,067

繰延税金負債 846 860

再評価に係る繰延税金負債 88 88

役員退職慰労引当金 42 46

株式給付引当金 22 32

退職給付に係る負債 249 226

資産除去債務 25 25

その他 230 222

固定負債合計 4,379 3,963

負債合計 27,443 21,759

純資産の部

株主資本

資本金 2,368 2,368

資本剰余金 3,189 3,199

利益剰余金 11,908 11,437

自己株式 △204 △193

株主資本合計 17,261 16,811

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 226 302

土地再評価差額金 △458 △458

為替換算調整勘定 5 1

退職給付に係る調整累計額 △16 △10

その他の包括利益累計額合計 △243 △164

非支配株主持分 40 45

純資産合計 17,059 16,692

負債純資産合計 44,502 38,452
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 33,064 25,286

売上原価 30,457 23,471

売上総利益 2,606 1,815

販売費及び一般管理費 1,805 1,961

営業利益又は営業損失（△） 801 △146

営業外収益

受取利息及び配当金 36 42

為替差益 2 84

その他 18 25

営業外収益合計 58 152

営業外費用

支払利息 20 18

支払保証料 7 5

貸倒引当金繰入額 21 62

その他 3 1

営業外費用合計 53 86

経常利益又は経常損失（△） 806 △80

特別利益

固定資産売却益 0 11

投資有価証券売却益 0 50

特別利益合計 0 62

特別損失

固定資産除売却損 0 11

投資有価証券評価損 0 －

特別損失合計 0 11

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
805 △30

法人税等 312 118

四半期純利益又は四半期純損失（△） 493 △148

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△0 4

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
494 △153

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 493 △148

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 26 76

為替換算調整勘定 △0 △3

退職給付に係る調整額 4 6

その他の包括利益合計 30 78

四半期包括利益 523 △70

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 524 △74

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 4

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
805 △30

減価償却費 69 63

株式報酬費用 5 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 32

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 134 △33

工事損失引当金の増減額（△は減少） 39 △75

賞与引当金の増減額（△は減少） 24 26

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △28 4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △23 △14

株式給付引当金の増減額（△は減少） 11 9

受取利息及び受取配当金 △36 △42

支払利息 20 18

為替差損益（△は益） △3 △65

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △50

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

固定資産売却損益（△は益） △0 △11

固定資産除却損 0 11

売上債権の増減額（△は増加） △1,030 5,742

棚卸資産の増減額（△は増加） 758 △239

仕入債務の増減額（△は減少） 2,690 △4,439

未成工事受入金の増減額（△は減少） 868 498

その他の流動資産の増減額（△は増加） 302 979

その他の流動負債の増減額（△は減少） △504 △939

その他 △16 △39

小計 4,089 1,417

利息及び配当金の受取額 31 41

利息の支払額 △20 △17

法人税等の支払額 △712 △530

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,388 911

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △123 △167

定期預金の払戻による収入 125 163

有形固定資産の取得による支出 △31 △28

有形固定資産の売却による収入 0 284

無形固定資産の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の取得による支出 △118 △125

投資有価証券の売却による収入 0 67

貸付けによる支出 △55 △41

貸付金の回収による収入 40 65

その他の支出 △5 △28

その他の収入 6 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △164 198

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 7,043 6,828

短期借入金の返済による支出 △7,123 △6,822

長期借入れによる収入 100 30

長期借入金の返済による支出 △441 △379

社債の償還による支出 △107 △107

自己株式の処分による収入 114 －

自己株式の取得による支出 △114 △0

子会社の自己株式の取得による支出 △1 －

配当金の支払額 △248 △316

リース債務の返済による支出 △6 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △785 △772

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 50

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,437 387

現金及び現金同等物の期首残高 11,509 10,310

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,947 10,698
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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セグメント区分

2022年３月期

第２四半期

2023年3月期

第２四半期
増減額 増減率

百万円
構成比

（％）
百万円

構成比

（％）
百万円 （％）

建築事業 16,238 68.0 24,661 77.5 8,422 51.87

土木事業 7,642 32.0 7,171 22.5 △471 △6.17

計 23,881 100.0 31,832 100.0 7,951 33.3

官公庁 8,129 34.0 15,643 49.1 7,513 92.4

民間 15,751 66.0 16,189 50.9 437 2.78

計 23,881 100.0 31,832 100.0 7,951 33.3

３．補足情報

受注の状況（連結）

受注実績内訳
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